
司法書士国民年金基金 規約 

1 

 

第１章 総   則 

（目 的） 

第１条 この国民年金基金（以下「基金」という。）は、国民年金法（昭和３４

年法律第１４１号。以下「法」という。）に基づき、この基金の加入員の老齢

又は死亡について給付を行い、もって健全な国民生活の維持及び向上に寄与

することを目的とする。 

（名 称） 

第２条 この基金は、司法書士国民年金基金という。 

（事務所） 

第３条 この基金の事務所は、次の場所に置く。 

東京都新宿区四谷本塩町４番３７号 

（地 区） 

第４条 この基金の地区は全国とする。 

２ この基金は、司法書士業務に従事する者をもって組織する。 

（公告の方法） 

第５条 この基金において公告しなければならない事項は、この基金の事務所

の掲示板に文書をもって掲示する。 

２ 国民年金基金令（平成２年政令第３０４号。以下「基金令」という。）第６

条、第７条、第３６条、第３７条及び第４１条第２項に規定する事項は、前

項の規定によるほか、官報に掲載する。 

（創立総会の会議録） 

第６条 加入員及び加入員であった者は、この基金に対し、創立総会の会議録

の閲覧を請求することができる。この場合においては、この基金は、正当な理

由がある場合を除き、これを拒んではならない。 

 

第２章 代議員及び代議員会 

（代議員及び代議員会） 

第７条 この基金に代議員会を置く。 

２ 代議員会は、代議員をもって組織する。 

（定 数） 

第８条 この基金の代議員の定数は、１０人とし、加入員のうちから選任する。 

（任 期） 

第９条 代議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の代議員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 前項の任期は、選任の日から起算する。ただし、選任が代議員の任期満了前

に行われたときは、前任者の任期満了の日の翌日から起算する。 

（代議員選任の方法） 

第10条 代議員の選任については、代議員会において加入員のうちから選任さ

れた選考委員で組織する代議員候補者選考委員会が、代議員候補者を選定し、

代議員候補者の氏名、投票の期間、投票の方法その他の選挙に関する公告を

行い、選挙権を有する加入員（代議員の任期が終わる日の属する年の前年１

２月の掛金納付期日において同年に掛金の納付を１月以上行った加入員とす
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る。）が、各代議員候補者を信任しない場合にはその投票を行う方法をもって

行う。 

２ 前項の投票は、加入員一人につき一票とし、各代議員候補者を信任しないと

する投票を行った加入員の数が選挙権を有する加入員の数の３分の１に満た

ないときは、その代議員候補者は、代議員に選任されたものとする。 

３ 前項の規定により選任された代議員の数が定数に満たないときは、速やか

に、第１項及び前項の規定により、当該不足数に相当する数の代議員の選任を

行う。 

４ 代議員の任期満了による後任の代議員の選任は、代議員の任期が終わる日

の前９０日以内に第１項の投票がなされるように行うものとする。ただし、特

別の事情がある場合には、代議員の任期が終わる日の後２０日以内に投票が

なされるよう行うことができる。 

５ 代議員に欠員を生じたときの補欠の代議員の選任は、第１項の規定にかか

わらず、欠員を生じたとき以降において初めて招集される代議員会において、

当該代議員会において加入員のうちから選任された選考委員で組織する代議

員候補者選考委員会が選定した代議員候補者について議決する方法により、

これを行う。 

（代議員の選挙執行規程） 

第11条 この規約に定めるもののほか、代議員の選任に関して必要な事項は、代

議員会の議決を経て別に定める。 

（通常代議員会） 

第12条 通常代議員会は、毎年２月及び９月に招集するのを常例とする。 

（臨時代議員会） 

第13条 理事長は、必要があるときは、いつでも臨時代議員会を招集することが

できる。 

２ 理事長は、代議員の定数の３分の１以上の者が会議に付議すべき事項及び

招集の理由を記載した書面を提出して代議員会の招集を請求したときは、そ

の請求のあった日から２０日以内に臨時代議員会を招集しなければならない。 

（代議員会招集の手続） 

第14条 理事長は、代議員会を招集しようとするときは、急施を要する場合を除

き、開会の日の前日から起算して前５日目に当たる日が終わるまでに到達す

るように、代議員に対して、会議に付議すべき事項、日時及び場所を示した招

集状を送付するほか、これらの事項を公示しなければならない。 

（定足数） 

第15条 代議員は、代議員の定数（第１７条の規定により議決権を行使すること

ができない代議員の数を除く。）の半数以上が出席しなければ、議事を開き、

議決をすることができない。 

（代議員会の議事） 

第16条 代議員会の議事は、法令及びこの規約に別段の定めがある場合を除き、

出席した代議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長が決する。 

２ 代議員会の議長は、理事長をもって充てる。 

３ 規約の変更（基金令第５条各号に掲げる事項に係るものを除く。）の議事は、
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代議員の定数の３分の２以上の多数で決する。 

４ 代議員会においては、第１４条の規定によりあらかじめ通知した事項につ

いてのみ議決することができる。ただし、出席した代議員の３分の２以上の同

意があった場合は、この限りでない。 

（代議員の除斥） 

第17条 代議員は、特別の利害関係のある事項については、その議事に加わるこ

とができない。ただし、代議員会の同意があった場合は、会議に出席して発言

することができる。 

（代 理） 

第18条 代議員会の代理出席は、第１４条の規定によりあらかじめ通知のあっ

た事項につき賛否を明らかにした書面により、又は代議員会に出席する他の

代議員によって行うものとする。 

２ 前項の規定による代理人は、５人以上の代議員を代理することができない。 

（代議員会の延期又は続行） 

第19条 代議員会においては、延期又は続行の決議をすることができる。この場

合においては、第１４条の規定を適用しない。 

（代議員会の議決事項） 

第20条 次の各号に掲げる事項は、代議員会の議決を経なければならない。 

一 規約の変更 

二 役員の解任 

三 毎事業年度の予算及び事業計画 

四 毎事業年度の決算及び業務報告 

五 借 入 金 

六 その他重要な事項 

（代議員会の会議録） 

第21条 代議員会の会議については、会議録を作成し、次の各号に掲げる事項を

記載しなければならない。 

一 開会の日時及び場所 

二 代議員の定数 

三 出席した代議員の氏名、書面の提出によって出席者とみなされた代議員の

氏名並びに代理出席を委任した代議員の氏名及び第１８条の規定により代

理された代議員の氏名 

四 議事の経過の要領 

五 議決した事項及び可否の数 

六 その他必要な事項 

２ 前項の会議録には、議長及び代議員会において定めた二人以上の代議員が

署名しなければならない。 

３ この基金は、第１項の会議録をこの基金の事務所に備え付けて置かなけれ

ばならない。 

４ 加入員及び加入員であった者は、この基金に対し、第１項の会議録の閲覧を

請求することができる。この場合においては、この基金は、正当な理由がある

場合を除き、これを拒んではならない。 
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（代議員会の会議規則） 

第22条 この規約に定めるもののほか、代議員会の運営に関して必要な事項は、

代議員会の議決を経て別に定める。 

 

第３章 役員及び職員 

（役 員） 

第23条 この基金に、役員として理事及び監事を置く。 

（役員の定数及び選任） 

第24条 理事の定数は、６人とし、その４人は代議員において互選し、その２人

は、代議員会において、基金の業務の適正な運営に必要な学識経験を有する者

のうちから選挙する。 

２ 理事のうち一人を理事長とし、理事が選挙する。 

３ 理事のうち一人を常務理事とし、理事会の同意を得て理事長が指名する。 

４ 理事のうち一人を年金たる給付及び一時金たる給付に充てるべき積立金

(以下「年金給付等積立金」という。）の管理及び運用に関する基金の業務を執

行する理事(以下「運用執行理事｣という。）とし、理事会の同意を得て理事長

が指名する。 

５ 監事は、代議員会において、学識経験を有する者及び代議員のうちから、そ

れぞれ一人を選挙する。 

（役員の任期） 

第25条 役員の任期は２年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

２ 前項の任期は、選任の日から起算する。ただし、選任が役員の任期満了前に

行われたときは、前任者の任期満了の日の翌日から起算する。 

３ 役員は、その任期が満了しても、後任の役員が就任するまでの間は、なお、

その職務を行う。 

（役員の解任） 

第26条 役員が次の各号のいずれかに該当する場合には、代議員会において３

分の２以上の議決に基づき、解任することができる。ただし、その役員に対し、

議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

一 心身の故障のため職務の執行に堪えないと認められるとき。 

二 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があると認めら

れるとき。 

（役員の選挙執行規程） 

第27条 この規約に定めるもののほか、理事、監事及び理事長の選挙に関して必

要な事項は、代議員会の議決を経て別に定める。 

（理事会） 

第28条 この基金に理事会を置き、理事をもって構成する。 

（理事会の招集） 

第29条 理事長は、必要に応じ理事会を招集し、その議長となる。 

２ 理事長は、理事の定数の３分の１以上の者が会議に付議すべき事項及び招

集の理由を記載した書面を理事長に提出して理事会の招集を請求したときは、
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その請求のあった日から１４日以内に理事会を招集しなければならない。 

３ 理事長は、理事会を招集しようとするときは、急施を要する場合を除き、開

会の日の前日から起算して前５日目にあたる日が終わるまでに到達するよう

に、理事に対して、会議に付議すべき事項、日時及び場所を示した招集状を送

付しなければならない。 

（理事会の付議事項） 

第30条 次の各号に掲げる事項は、理事会に付議しなければならない。 

一 代議員会の招集及び代議員会に提出する議案 

二 法第１２３条第２項の規定による理事長の専決処分（ただし、理事会の開

催が困難な場合であって法律改正等による一律の変更、加入員及び受給者の

権利義務に関わらない事項については、事後報告でもよいものとする。） 

三 事業運営の具体的方針 

四 常務理事及び運用執行理事の選任及び解任 

五 業務の執行に関する規程の制定及び改廃その他業務執行に関する事項で

理事会において必要と認めたもの 

（理事会の議事） 

第31条 理事会は、理事の定数の半数以上が出席しなければ、議事を開き、議決

をすることができない。 

２ 理事会の議事は、出席した理事の過半数で決し、可否同数のときは、議長が

決する。 

３ 理事会に出席することのできない理事は、第２９条第３項の規定によりあ

らかじめ通知のあった事項につき、賛否の意見を明らかにした書面をもって、

議決権を行使することができる。 

（理事会の会議録） 

第32条 理事会の会議については、第２１条第１項及び第２項の規定を準用す

る。この場合において、「代議員」とあるのは、「理事」と読み替えるものとす

る。 

（役員の職務） 

第33条 理事長は、この基金を代表し、その業務を総理するとともに、理事会に

おいて決定する事項以外の事項について決定を行う。理事長に事故があると

き、又は理事長が欠けたときは、理事のうちからあらかじめ理事長が指定する

者が、その職務を代理し、又はその職務を行う。 

２ 理事長は、別に定めるところにより、前項に規定する業務の一部を常務理事

に委任することができる。 

３ 常務理事は、理事長を補佐し、常務を処理するほか、前項により理事長から

委任を受けた業務を行う。 

４ 運用執行理事は、理事長を補佐し、年金給付等積立金の管理及び運用に関す

る業務を執行する。 

５ 監事は、監査の結果に基づき、必要があると認めるときは、理事長又は代議

員会に意見を提出することができる。 

６ 監事は、この基金の業務を監査するほか、法第１２５条の４規定により理事

長が代表権を有しない事項について、学識経験を有する者のうちから選任さ
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れた監事がこの基金を代表する。 

７ 監事が行う監査に関して必要な事項は、代議員会の議決を経て別に定める。 

（理事会の延期又は続行） 

第34条 理事会においては、延期又は続行の決議をすることができる。この場

合においては、第２９条第３項の規定を適用しない。 

 （職 員） 

第35条 この基金の職員は、理事長が任免する。 

２ 前項に定めるもののほか、職員に関する給与、旅費その他必要な事項は、理

事会の議決を経て別に定める。 

（参 与） 

第36条 理事会の定めるところにより、参与若干名を置くことができる。 

２ 参与は、理事長の諮問に応じて基金の運営の重要な事項につき意見を述べ

ることができる。 

 

第４章 加 入 員 

（加入員） 

第37条 加入員は、法第１１９条の４第２項又は第１２７条第２項の規定によ

り加入員の資格を取得した、この基金の加入員たる資格を有する者とする。 

２ 前項の加入員たる資格を有する者は、法第７条第１項第１号に規定する第

一号被保険者（法第89条第１項（同条第２項の規定により適用しないこととさ

れた場合を除く。第39条第３号において同じ。）、第90条第１項、第90条の２第

１項から第３項まで、第90条の３第１項、国民年金法の一部を改正する法律

（平成16年法律第104号。以下「平成16年改正法」という。）附則第19条第１項

若しくは第２項又は政府管掌年金事業等の運営の改善のための国民年金法等

の一部を改正する法律（平成26年法律第64号。以下「平成26年改正法」という。）

附則第14条第１項の規定により全額若しくはその一部の額につき保険料を納

付することを要しないものとされている者及び農業者年金の被保険者を除

く。）又は法附則第５条第１項の規定による被保険者（同項第２号に掲げる者

に限る。以下「国民年金の高齢任意加入被保険者」という。）であって、この

基金の地区内において、主として司法書士業務に従事する者（その者に雇用さ

れる者であって、主として司法書士業務に従事する者を含む。第39条第２号に

おいて同じ。）若しくは同項の規定による被保険者（同項第３号に掲げる者に

限る。以下「国民年金の在外任意加入被保険者」という。）であって、この基

金の加入員であった者とする。 

３ この基金の加入員は、毎年一回、５月末日までに、その年の４月１日におい

てその者がこの基金の加入員たる資格を有することを証する書類をこの基金

に提出しなければならない。 

４ 国民年金基金規則（平成２年厚生省令第５８号。以下「基金規則」という。）

第７条第２項第１号の規定によりこの基金に提出する書類又は前項に規定す

る書類は、別表第１に規定する司法書士会が発行する証明書とする。 

（資格取得の時期） 

第38条 法第１１９条の４第２項の規定によりその資格を取得した加入員はこ
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の基金の成立の日に、法第１２７条第２項の規定によりその資格を取得した

加入員は、この基金に加入の申出をした日に、加入員の資格を取得する。 

２ 前項の加入の申出をした日は、加入申出書（規則第７条第１項に規定する申

出書をいう。第４１条において同じ。）をこの基金が受理した日とする。 

３ 第４２条第１号に規定する老齢年金の全部若しくは一部が第５０条に規定

する１１種類の年金単位の全部若しくは一部、又は第４２条第３号に規定す

る特定老齢年金の全部若しくは一部が第６３条の２に規定する５種類の年金

単位の全部若しくは一部によって構成されている国民年金基金（第５項にお

いて単に「国民年金基金」という。）の加入員の資格を喪失した者は、当該資

格を喪失して３月以内に、当該資格を喪失した基金（以下「従前加入基金」と

いう。）における掛金の計算の基礎となった当該１１種類（国民年金の高齢任

意加入被保険者である加入員及び国民年金の在外任意加入被保険者である加

入員であって６０歳以上のもの（以下「特定加入員」という。）が従前加入基

金の加入員の資格を喪失した場合にあっては、当該５種類）の年金単位に対応

する掛金単位（第７１条第２項に規定する掛金単位をいう。）による掛金での

加入（以下「従前掛金での加入」という。）をこの基金に申し出ることができ

る。ただし、従前加入基金の加入員の資格を喪失した日から従前掛金での加入

を申し出た日までの間に、前条に規定するこの基金の加入員たる資格を有す

る者でない期間がある場合、及び従前加入基金の加入員の資格を喪失した後、

当該加入員であった者が６０歳に達した場合は、この限りでない。 

４ 前項の申出をした者に係る第１項の加入の申出をした日は、第２項の規定

にかかわらず、従前加入基金の加入員の資格を喪失した日とする。 

５ 震災、風水害その他これらに類する災害（理事長が指定したものに限る。以

下この条において単に「災害」という。）のあった日に国民年金基金の加入員

であった者であって、当該災害を理由として法第９０条第１項第５号、法第９

０条の２第１項第３号、同条第２項第３号、同条第３項第３号、法第９０条の

３第１項第３号、平成16年改正法附則第19条第２項第３号及び平成26年改正

法附則第14条第１項第３号の規定により保険料を納付することを要しない者

とされたものは、第３項の規定にかかわらず、法第９０条第１項、法第９０条

の２第１項から第３項まで、法第９０条の３第１項及び平成１６年改正法附

則第１９条第２項の規定により指定された期間の最終月の翌月の初日から起

算して１年以内に、従前掛金での加入をこの基金に申し出ることができる。 

（諸手続の協力者） 

第38条の２ 法附則第５条第１２項の規定により加入しようとする者は、法、基

金規則その他の法令及びこの規約に定める手続を本人に代わって行う等のた

め、国内に居住する親族等の協力者を定めなければならない。ただし、協力者

となり得る親族等がいない場合は、この限りでない。 

２ 前項の親族等の範囲は、配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、子、父母、兄弟姉妹又はこれら

の者以外の親族であってこの基金が認めた者とする。 

３ 第１項の規定により協力者が定められたときは、当該協力者はこの規約に

定める届出その他の手続を本人に代わって行うものとするとともに、この基
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金は、本人に対する通知、連絡その他の手続を当該協力者に対して行うことが

できるものとする。 

（資格喪失の時期） 

第39条 加入員は、次の各号のいずれかに該当するに至った日の翌日（第１号又

は第４号に該当するに至ったときは、その日とし、第３号に該当するに至った

ときは、当該保険料を納付することを要しないものとされた月の初日とする。）

に加入員の資格を喪失する。 

一 国民年金の被保険者の資格（国民年金の高齢任意加入被保険者である加入

員及び国民年金の在外任意加入被保険者である加入員にあっては、法附則第

５条第１項の規定による被保険者の資格）を喪失したとき、又は法第７条第

１項第２号に規定する第二号被保険者若しくは法第７条第１項第３号に規

定する第三号被保険者となったとき。 

二 国民年金の在外任意加入被保険者である加入員以外の加入員にあっては、

主として司法書士業務に従事する者でなくなったとき。 

三 法第８９条第１項、第９０条第１項、第９０条の２第１項から第３項まで、

第９０条の３第１項、平成16年改正法附則第19条第１項若しくは第２項又は

平成26年改正法附則第14条第１項の規定によりその全額若しくはその一部

の額につき保険料を納付することを要しないものとされたとき。 

四 農業者年金の被保険者となったとき。 

五 この基金が解散したとき。 

（国民年金の在外任意加入被保険者である加入員が６０歳に達した際の手続等） 

第39条の２ 国民年金の在外任意加入被保険者である加入員であって６０歳に

達したものは、６０歳に達した日から３月以内に、第６３条の２に規定する５

種類の年金単位の全部又は一部を選択する旨を記載した届出をこの基金に提

出しなければならない。この場合において、掛金の納付を停止する旨を希望す

る当該加入員は、特定基本Ａ型の年金単位を選択する旨及び掛金の納付を停

止する旨を記載した届出を提出しなければならない。 

２ 前項に規定する期間内に同項の届出があったときは、当該届出は、６０歳に

達した日に提出されたものとみなし、同項の届出を提出していない者は、６０

歳に達した日に同項後段に規定する届出を提出した加入員とみなす。 

３ 第１項後段に規定する届出を提出した加入員の６０歳に達した日の属する

月から６５歳に達した日の属する月（６０歳に達した日の属する月後に掛金

の納付を開始する旨を記載した届出を提出した加入員にあっては、当該届出

を提出した日の属する月）の前月までの各月に係る掛金は、第９章の規定にか

かわらず、納付することを要しない。 

（加入員期間の計算） 

第40条 この基金の加入員の資格を取得した月にその資格を喪失した者は、そ

の資格を取得した日にさかのぼって、加入員でなかったものとみなす。 

２ 死亡したことによりこの基金の加入員の資格を喪失した日の前日において、

加入員の資格を喪失した日の属する月の前月までの加入員期間（法第１３０

条第２項に規定する加入員期間をいう。以下同じ。）がない者は、その資格を

取得した日にさかのぼって、加入員でなかったものとみなす。 
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（加入申出書等の様式） 

第41条 加入申出書等の様式並びに基金規則第８条から第１１条までに規定す

る加入員の資格喪失等の届出及び基金規則第１２条による加入員証再交付の

申請に係る書類の様式については、別に定める。 

２ 第３７条第４項に規定する証明書の様式については、代議員会の議決を経

て別に定める。 

 

第５章 給   付 

第１節 通  則 

（給付の種類） 

第42条 この基金の行う給付は、次のとおりとする。 

一 老齢年金 

二 遺族一時金 

三 特定老齢年金 

四 特定遺族一時金 

（裁 定） 

第43条 給付を受ける権利は、その権利を有する者（以下「受給権者」という。）

の請求に基づいて、この基金が裁定する。 

（端数処理） 

第44条 給付を受ける権利を裁定する場合又は給付の額を改訂する場合におい

て、給付の額に５０円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、５０円以

上１００円未満の端数が生じたときは、これを１００円に切り上げるものと

する。ただし、法附則第９条の２若しくは法附則第９条の２の２又は国民年金

法等の一部を改正する法律（平成６年法律第95号。以下「平成６年改正法」と

いう。）附則第27条の規定による老齢基礎年金の受給権者（以下「老齢基礎年

金繰上受給権者」という。）（第50条第２項に規定するⅢ型、Ⅳ型又はⅤ型に加

入していた者を除く。）に係る第57条第１号、第57条の２第１号、第63条の８

第１号又は第63条の８の２第１号の規定による給付の額に100円未満の端数

が生じたときは、これを100円に切り上げるものとする。 

２ 給付の額を計算する過程において、１円未満の端数が生じたときは、これを

１円に切り上げるものとする。 

３ 前２項の端数処理は、第５２条に規定する基本年金の額又は第６３条の４

に規定する特定基本年金の額（これらの年金を同時に受給する権利がある者

にあっては、その合算額。）及び第５２条に規定する加算年金の額又は第６３

条の４に規定する特定加算年金の額（これらの加算年金を同時に受給する権

利がある者にあっては、その合算額。）のそれぞれについて行うものとする。 

（支給期間及び支払期月） 

第45条 年金の支給は、年金を支給すべき事由が生じた月の翌月から始め、権利

が消滅した月で終わるものとする。 

２ 年金は、第５２条に規定する基本年金の額又は第６３条の４に規定する特

定基本年金の額（これらの年金を同時に受給する権利がある者にあっては、そ

の合算額。）に応じ、次の表に定める支払期月に、それぞれその前月分までを
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支払う。ただし、前支払期月に支払うべきであった年金又は権利が消滅した場

合におけるその期の年金は、支払期月でない月であっても、支払うものとする。 

 
金 額 １２万円以上 １２万円未満 

支払期月 
２月、４月、６月、８月、 

１０月及び１２月 

２月、４月、６月、８月、 

１０月又は１２月 

 

３ 前項の規定による支払額に１円未満の端数が生じたときは、これを１円に

切り上げるものとする。 

４ 毎年１月から12月までの間において前項の規定により切り上げた金額の合

計額（１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）については、こ

れを当該12月の支払期月の年金額から減算するものとする。ただし、次の各号

に掲げる場合にあっては、この限りでない。 

一 当年１月から12月までの間における第２項の規定による支払額の合計額

が裁定された年金額に満たない場合 

二 当年１月分から11月分までの間に年金額の改定があった場合（前年12月分

以前に遡って年金額を改定する場合を除く。） 

（未支給の給付） 

第46条 受給権者が死亡した場合において、その死亡した者に支給すべき給付

でまだその者に支給しなかったものがあるときは、その者の配偶者、子、父母、

孫、祖父母、兄弟姉妹又はこれらの者以外の三親等内の親族であって、その者

の死亡の当時その者と生計を同じくしていたものは、自己の名で、その未支給

の給付の支給を請求することができる。 

２ 前項の場合において、死亡した受給権者が死亡前にその給付を請求してい

なかったときは、同項に規定する者は、自己の名で、その給付を請求すること

ができる。 

３ 未支給の給付を受けるべき者の順位は、死亡した者の配偶者、子、父母、孫、

祖父母、兄弟姉妹及びこれらの者以外の三親等内の親族の順序とする。 

４ 未支給の給付を受けるべき同順位者が二人以上あるときは、その一人のし

た請求は、全員のためその全額につきしたものとみなし、その一人に対してし

た支給は、全員に対してしたものとみなす。 

（年金の過誤払による返還金債権への充当） 

第46条の２ この基金が支給する年金の受給権者が死亡したためその受給権が

消滅したにもかかわらず、その死亡の日の属する月の翌月以降の分として当

該年金の過誤払が行われた場合において、当該過誤払による返還金に係る債

権（以下この条において「返還金債権」という。）に係る債務の弁済をすべき

者に支払うべき一時金があるときは、当該一時金の支払金の金額を当該過誤

払による返還金債権の金額に充当することができる。 

２ 前項の規定によるこの基金が支給する年金の支払金の金額の過誤払による

返還金への充当は、この基金が支給する年金の受給権者の死亡を支給事由と

する基金が支給する一時金の受給権者が、当該年金の受給権者の死亡に伴う

当該年金の支払金の金額の過誤払による返還金債権に係る債務の弁済をすべ
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き者である場合に行うことができる。 

（損害賠償請求権） 

第47条 この基金は、死亡又はその直接の原因となった事故が第三者の行為に

よって生じた場合において、給付をしたときは、その給付の価額の限度で、受

給権者が第三者に対して有する損害賠償の請求権を取得する。 

２ 前項の場合において、受給権者が第三者から同一の事由について損害賠償

を受けたときは、この基金は、その価額の限度で、給付を行う責を免れる。 

（不正利得の徴収） 

第48条 偽りその他不正の手段により給付を受けた者があるときは、この基金

は、受給額に相当する金額の全部又は一部をその者から徴収することができ

る。 

（受給権の保護） 

第49条 給付を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえることが

できない。ただし、老齢年金又は特定老齢年金を受ける権利を国税滞納処分

（その例による処分を含む。）により差し押さえる場合は、この限りでない。 

（生存に関する書面の提出） 

第49条の２ 老齢年金及び特定老齢年金の受給権者は、給付規程の定めるとこ

ろにより、生存に関する書面を提出しなければならない。 

（所在不明の届出等） 

第49条の３ 老齢年金及び特定老齢年金の受給権者の属する世帯の世帯主その

他その世帯に属する者は、当該受給権者の所在が１月以上明らかでないとき

は、給付規程の定めるところにより、年金受給権者所在不明届をこの基金に提

出しなければならない。 

２ この基金は、前項の規定による届出が提出されたときには、給付規程の定め

るところにより、当該受給権者に対し、生存に関する書面の提出を求めること

ができる。 

３ 前項の規定により同項に規定する書面の提出を求められた受給権者は、給

付規程の定めるところにより、当該書面をこの基金に提出しなければならな

い。 

 

第２節 老齢年金 

（老齢年金の構成） 

第50条 老齢年金は、年金単位を選択したときにおける年齢が３６歳未満であ

る者（年金単位を選択した日の属する月に当該年齢に達した者に限る。）につ

いての基本年金額（次項において「年金単位ごとの基本年金の額」という。）、

支給期間及び６５歳に達した後に死亡した場合の遺族一時金の発生の有無

（次項において単に「遺族一時金の発生の有無」という。）並びに一般加算年

金（第５９条に規定する一般加算年金をいう。次項において同じ。）の発生の

有無により異なる１１種類の年金単位により構成されるものとする。 

２ 前項に規定する１１種類の年金単位は、基本型（基本Ａ型、基本Ｂ型又は基

本Ｃ型をいう。以下同じ。）の３種類及び付加型（Ａ型、Ｂ型、Ｃ型、Ⅰ型、

Ⅱ型、Ⅲ型、Ⅳ型又はⅤ型をいう。以下同じ）の８種類とし、それぞれ次表の
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定めるところによる。 

 

型 基本年金の額 支 給 期 間 

遺族一時

金の発生

の有無 

一般加算

年金の発

生の有無 

基本Ａ型 ２４万円 
６５歳に達する日の属する月の翌月から死亡した

日の属する月までの各月 
有 有 

基本Ｂ型 
２４万円 

 

６５歳に達する日の属する月の 翌月から死亡した

日の属する月までの各月 
無 有 

基本Ｃ型 ３６万円 
６５歳に達する日の属する月の翌月から死亡した

日の属する月までの各月 
無 無 

Ａ型 １２万円 
６５歳に達する日の属する月の翌月から死亡した

日の属する月までの各月 
有 有 

Ｂ型 １２万円 
６５歳に達する日の属する月の翌月から死亡した

日の属する月までの各月 
無 有 

Ｃ型 １２万円 
６５歳に達する日の属する月の翌月から死亡した

日の属する月までの各月 
無 無 

Ⅰ型 １２万円 

６５歳に達する日の属する月の翌月から８０歳に

達する日又は死亡した日のいずれか早い日の属す

る月までの各月 

有 有 

Ⅱ型 １２万円 

６５歳に達する日の属する月の翌月から７５歳に

達する日又は死亡した日のいずれか早い日の属す

る月までの各月 

有 有 

Ⅲ型 １２万円 

６０歳に達する日の属する月の翌月から７５歳に

達する日又は死亡した日のいずれか早い日の属す

る月までの各月 

有 有 

Ⅳ型 １２万円 

６５歳に達する日の属する月の翌月から７０歳に

達する日又は死亡した日のいずれか早い日の属す

る月までの各月 

有 有 

Ⅴ型 １２万円 

６０歳に達する日の属する月の翌月から６５歳に

達する日又は死亡した日のいずれか早い日の属す

る月までの各月 

有 有 

 

（支給要件） 

第51条 老齢年金は、加入員であった者（その加入員期間が特定加入員期間（加

入員期間のうち特定加入員であった期間をいう。以下同じ。）のみであった者

及び第６６条の規定によりその現価相当額が連合会に交付された者を除く。）

が、次の各号のいずれかに該当するときに、その者に支給する。 

一 ６５歳に達したとき。 

二 法附則第９条の２若しくは法附則第９条の２の２又は平成６年改正法附

則第２７条の規定による老齢基礎年金受給権を取得したとき。 

三 ６０歳に達したとき。（Ⅲ型、Ⅳ型又はⅤ型に加入していた者に限る。）。 

（年金額） 

第52条 老齢年金の額は、基本年金の額と加算年金の額を合算した額とする。 

（基本年金の額） 

第53条 基本年金の額は、第１号に掲げる額と第２号に掲げる額を合算した額
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とする。ただし､それぞれの年金単位は､第５０条第２項の表に定めた支給期

間内に限り､算定の基礎とする。 

一 次の表の第１欄及び第２欄に掲げる区分に応じ、第３欄に掲げる額（加入

員（特定加入員を除く。以下この節及び第３節（第５９条第２項を除く。）

において同じ。）の資格を取得した日（従前掛金での加入をした者にあって

は、従前加入基金において加入員の資格を取得した日とする。以下同じ。）

の属する月にその日におけるその者の年齢又は次年齢に達した場合以外の

場合にあっては、その日におけるその者の年齢、加入員の資格を取得した日

及び基本型の年金単位の種類に応じて別表第２の１に定める額に、その日の

属する月から次年齢に達した日の属する月の前月までの月数を乗じて得た

額を加算するものとする。）に、その者が加入していた基本型の年金単位の

一口ごとにその種類及び掛金の納付状況に応じて算定される給付率を乗じ

て得た額を合算した額 

二 次の表の第１欄及び第２欄に掲げる区分に応じ、第４欄に掲げる額（加入

員の資格を取得し、又は増口（第７３条第１項に規定する増口をいう。以下

第６３条の１３までにおいて同じ。）をした日（従前掛金での加入をした者

にあっては、従前加入基金において加入員の資格を取得し、又は増口をした

日とする。以下この条において同じ。）の属する月にその日におけるその者

の年齢又は次年齢に達した場合以外の場合にあっては、その日におけるその

者の年齢、加入員の資格を取得し、又は増口の申出をした日（従前掛金での

加入をした者にあっては、従前加入基金において加入員の資格を取得し、又

は増口の申出をした日とする。以下この条、第５５条及び第６２条において

同じ。）及び付加型の年金単位の種類に応じて別表第２の１に定める額に、

その日の属する月から次年齢に達した日の属する月の前月までの月数を乗

じて得た額を加算するものとする。）に、その者が加入していた付加型の年

金単位の一口ごとにその種類及び掛金の納付状況に応じて算定される給付

率を乗じて得た額を合算した額 

 
加入員の資格を取得し、又は増 口

をした日における年齢 

加入員の資格を取得し、又

は増口の申出をした日 

基本型の年金単位

の額 

付加型の年金単位の

額 

２０歳以上３６歳未満である者

(３５歳の者にあっては、その日

の属する月に３５歳に達した者

に限る。） 

平成21年3月31日以前 ３６万円 

１２万円 
平成21年4月1日以後 ２４万円 

３５歳以上４６歳未満である者

（その日の属する月に３５歳に

達した者を除き、４５歳の者に

あっては、その日の属する月に

４５歳に達した者に限る。） 

平成16年3月31日以前 ３６万円 １２万円 

平成16年4月1日から平成

21年3月31日まで 
２４万円 

６万円 

平成21年4月1日以後 １８万円 

４５歳以上５１歳未満である者

（その日の属する月に４５歳に

達した者を除き、５０歳の者に

あっては、その日の属する月に

５０歳に達した者に限る。） 

平成12年3月31日以前 

２４万円 

１２万円 

平成12年4月1日から平成

16年3月31日まで 
６万円 

平成16年4月1日以後 １２万円 
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５０歳以上５５歳未満である者

（その日の属する月に５０歳に

達した者を除く。） 

平成12年3月31日以前 

１２万円 

１２万円 

平成12年4月1日から平成

16年3月31日まで 
６万円 

平成16年4月1日以後 

加入員の資格を

取得した日、年

金単位の種類及

び加入員の資格

を取得した日の

属する月の末日

における年齢

（月単位で区分

するものとす

る。）に応じ別表

第２の２に定め

る額 

加入員の資格を取

得し、又は増口の

申出をした日、年

金単位の種類及び

加入員の資格を取

得し、又は増口を

した日の属する月

の末日における年

齢（月単位で区分

するものとす

る。）に応じ別表

第２の２に定める

額 

５５歳以上である者 全期間 

加入員の資格を

取得した日、年

金単位の種類及

び加入員の資格

を取得した日の

属する月の末日

における年齢

（月単位で区分

するものとす

る。）に応じ別表

第２の２に定め

る額 

加入員の資格を取

得し、又は増口の

申出をした日、年

金単位の種類及び

加入員の資格を取

得し、又は増口を

した日の属する月

の末日における年

齢（月単位で区分

するものとす

る。）に応じ別表

第２の２に定める

額 

 

（中高齢加入者又は中高齢での増口者の年金の額） 

第54条 （削除） 

（給付率） 

第55条 第５３条の給付率は、加入していた年金単位の一口ごとに、当該年金単

位に加入した日の属する月から６０歳に達する日の属する月の前月まで掛金

が納付されたとした場合の掛金の元利合計額に対する納付された掛金の元利

合計額の比率として、第１号に定める数を第２号に定める数で除して得た率

（小数点以下第５位未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た率）と

する。 

一 加入員の資格を取得し、又は増口の申出をした日に応じ、各掛金納付月に

ついて、当該納付月の末日における年齢ごとに別表第３の１に定める数を、

合算した数 

二 加入員の資格を取得し、又は増口の申出をした日に応じ、当該年金単位に

加入した日の属する月から６０歳に達する日の属する月の前月までの各月

について、各月の末日における年齢ごとに別表第３の１に定める数を、合算

した数 
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（従前掛金での加入者の基本年金の額） 

第56条 従前掛金での加入をした者について基本年金の額を計算するときは、

従前加入基金において掛金の計算の基礎とされていた年金単位の一口ごとに

ついてのそれぞれ加入した月を、この基金において当該年金単位に加入した

月とみなして算定するものとする。 

（老齢基礎年金繰上受給権者に対する基本年金） 

第57条 法附則第９条の２又は平成６年改正法附則第27条の規定による老齢基

礎年金の受給権者に対する基本年金の額は、第５３条から前条までの規定に

かかわらず、次の各号に掲げる期間ごとにそれぞれ当該各号に定める額とし、

その者が６５歳に達する日の属する月の翌月から老齢年金の額を改定する。 

一 老齢基礎年金の繰上げを請求した日の属する月の翌月から６５歳に達す

る日の属する月まで ２００円（平成６年改正法附則第２７条の規定による

老齢基礎年金の受給権者にあっては、その者について国民年金法等の一部を

改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令（平成６年政令第３４８号。

以下「経過措置政令」という。）第１６条の２の規定の例により算定した率

を２００円に乗じて得た額）に減額率（１０００分の４に法附則第９条の２

又は平成６年改正法附則第27条の規定による老齢基礎年金の受給権者が老

齢基礎年金の支給の繰上げを請求した日の属する月からその者が６５歳に

達する日の属する月の前月までの月数を乗じて得た率をいう。次号及び第６

３条の８において同じ。）を乗じて得た額を２００円（平成６年改正法附則

第２７条の規定による老齢基礎年金の受給権者にあっては、その者について

経過措置政令第１６条の２の規定の例により算定した率を２００円に乗じ

て得た額）から減じた額に１円を加えた額に加入員期間（特定加入員期間を

除く。次号において同じ。）の月数を乗じて得た額（１円未満の端数が生じ

たときは、これを１円に切り上げるものとする。）と加入していた年金単位

（Ⅲ型、Ⅳ型及びⅤ型に限る。）について第５３条第２号の規定により算定

（前条の規定によりみなされて算定される場合を含む。）した額を合算した

額 

二 ６５歳に達する日の属する月の翌月以降 第５３条から前条までの規定

により算定された額から、２００円（平成６年改正法附則第２７条の規定に

よる老齢基礎年金の受給権者にあっては、その者について経過措置政令第１

６条の２の規定の例により算定した率を２００円に乗じて得た額）に減額率

を乗じて得た額に加入員期間の月数を乗じて得た額を控除した額（１円未満

の端数が生じたときは、これを１円に切り上げるものとする。） 

第57条の２ 法附則第９条の２の２の規定による老齢基礎年金の受給権者に対

する基本年金の額は、第５３条から第５６条までの規定にかかわらず、次の各

号に掲げる期間ごとにそれぞれ当該各号に定める額とし、その者が65歳に達

する日の属する月の翌月から老齢年金の額を改定する。 

一 老齢基礎年金の繰上げを請求した日の属する月の翌月から65歳に達する

日の属する月まで ２００円に国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４

号）第１２条の３の規定により算定した率を乗じて得た額に減額率（１００
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０分の４に法附則第９条の２の２第１項に規定する者が老齢基礎年金の支

給の繰上げを請求した日の属する月からその者が６５歳に達する日の属す

る月の前月までの月数を乗じて得た率をいう。次号及び第６３条の８の２に

おいて同じ。）を乗じて得た額を、２００円に同令第１２条の３の規定によ

り算定した率を乗じて得た額から減じた額に１円を加えた額に加入員期間

（特定加入員期間を除く。次号において同じ。）の月数を乗じて得た額（１

円未満の端数が生じたときは、これを１円に切り上げるものとする。）と加

入していた年金単位（Ⅲ型、Ⅳ型又はⅤ型に限る。）について第５３条第２

号の規定により算定（第５６条の規定によりみなされて算定される場合を含

む。）した額を合算した額 

二 65歳に達する日の属する月の翌月以降 第５２条から第５６条までの規

定により算定した額から、２００円に国民年金法施行令第１２条の３の規定

により算定した率を乗じて得た額に減額率を乗じて得た額に加入員期間の

月数を乗じて得た額を控除した額（１円未満の端数が生じたときは、これを

１円に切り上げるものとする。） 

（加算年金の額） 

第58条 加算年金の額は、一般加算年金の額とする。 

（一般加算年金） 

第59条 一般加算年金は、基本年金を受けている者（老齢基礎年金繰上受給権者

（６５歳未満の者であって、Ⅲ型、Ⅳ型及びⅤ型に加入していなかった者に限

る。）及び基本Ｃ型又はＣ型のみに加入していた者を除く。）であって、指定日

（６５歳に達した日（Ⅲ型、Ⅳ型及びⅤ型に加入していた者にあっては、６０

歳に達した日）及び同日から起算した一年ごとの同日に応当する日をいう。以

下同じ。）に生存している者に、第４５条第１項の規定にかかわらず、指定日

の属する月分として支給する。 

２ 一般加算年金の額は、毎事業年度末日において翌事業年度以降において給

付に充てることとされた剰余金（第８３条によりその規定によるものとされ

た国民年金基金及び国民年金基金連合会の財務及び会計に関する省令（平成

３年厚生省令第９号。以下「財務会計省令」という。）第１７条第１項の規定

により翌事業年度以降において給付に充てなければならないこととされたも

のをいい、一般加算年金及び第６３条の１０第１項に規定する特定一般加算

年金に充てるものに限る。）を年金単位（第６３条の２に規定する年金単位を

含み、基本Ｃ型及びＣ型を除く。）の種類ごとに、この基金の責任準備金の総

額に対する各加入員に係る責任準備金の割合を基準として各加入員に割り当

て、そのうちの特定加入員以外の各加入員に割り当てた金額を、同日における

年齢及び年金単位の種類に応じて別表第５に定める率で除して得た額を、次

項に定めるところにより合算した額とする。 

３ 一般加算年金の受給権者の年齢が次の表の左欄に定めるものである間の一

般加算年金の額は、それぞれ同表の中欄に定めるところにより算定するもの

とし、その者が同表の右欄に定める年齢に達したときから、一般加算年金の額
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を改定する。 

 

 

（失 権） 

第60条 老齢年金を受ける権利は、受給権者が死亡したときは、消滅する。 

 

第３節 遺族一時金 

（支給要件） 

第61条 遺族一時金は、この基金が年金の支給の義務を負っている加入員又は

加入員であった者が、次の各号のいずれかに該当するときに、その者の遺族に支

給する。 

一 加入員又は加入員であった者が死亡したとき。ただし、基本年金の支給を

受けたことがある者が死亡したときは、この限りでない。 

二 基本年金の受給権者（基本Ｂ型若しくは基本Ｃ型又はＢ型若しくはＣ型の

年金単位のみに加入していた者を除く。次条第２項において同じ。）が、保

証期間の終了する月（基本Ａ型、Ａ型及びⅠ型の年金単位については８０歳

に達する日の属する月を、Ⅱ型及びⅢ型の年金単位については７５歳に達す

る日の属する月を、Ⅳ型の年金単位については７０歳に達する日の属する月

を、Ⅴ型の年金単位については６５歳に達する日の属する月をいう。次条第

２項において同じ。）の前月の末日までに死亡したとき。 

（遺族一時金の額） 

第62条 ６５歳未満の者が死亡した場合の遺族一時金の額は、年金単位（６０歳

以上の者が死亡した場合にあっては、Ⅲ型、Ⅳ型及びⅤ型を除く。）の一口ご

とに計算した基本年金の額（基本型の年金単位については第５３条第１項第

１号の規定により算定（第５６条の規定によりみなされて算定される場合を

含む。）した額とし、付加型の年金単位については第５３条第１項第２号の規

定により算定（第５６条の規定によりみなされて算定される場合を含む。）し

た、同号において合算される前の一口ごとの額とする。以下この条において同

じ。）に死亡した日におけるその者の年齢、加入員の資格を取得し、又は増口

の申出をした日及び年金単位の種類に応じて別表第６に定める率を乗じて得

た額（基本Ｂ型、基本Ｃ型、Ｂ型又はＣ型の年金単位については、０円）を、

合算した額とする。ただし、その者が６０歳以上であってⅢ型、Ⅳ型又はⅤ型

の年金単位に加入していた者である場合には、死亡日の属する月の翌月から

６０歳以上

６５歳未満 
Ⅲ型、Ⅳ型及びⅤ型について計算した額を合算した額 ６５歳 

６５歳以上

７０歳未満 

基本Ａ型、基本Ｂ型、Ａ型、Ｂ型、Ⅰ型、Ⅱ型、Ⅲ型、Ⅳ型及びⅤ型に

ついてそれぞれ計算した額を合算した額 
７０歳 

７０歳以上

７５歳未満 

基本Ａ型、基本Ｂ型、Ａ型、Ｂ型、Ⅰ型、Ⅱ型及びⅢ型についてそれぞ

れ計算した額を合算した額 
７５歳 

７５歳以上

８０歳未満 

基本Ａ型、基本Ｂ型、Ａ型、Ｂ型及びⅠ型についてそれぞれ計算した

額を合算した額 
８０歳 

８０歳以上 
基本Ａ型、基本Ｂ型、Ａ型及びＢ型についてそれぞれ計算した額を合

算した額 
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起算して、Ⅲ型については７５歳、Ⅳ型については７０歳、Ⅴ型については６

５歳にそれぞれ達する日の属する月までの月数及び加入員の資格を取得し、

又は増口の申出をした日に応じ別表第７に定める率（同表により算定される

率を含む。次項において同じ。）を当該加入していた年金単位の一口ごとの基

本年金額に乗じて得た額を、これに加算するものとする。 

２ 基本年金の受給権者（６５歳未満の者を除く。）が死亡した場合の遺族一時

金の額は、死亡日の属する月の翌月から起算して年金単位（基本Ｂ型、基本Ｃ

型、Ｂ型及びＣ型を除く。）の一口ごとに、その保証期間の終了する月までの

月数及び加入員の資格を取得し、又は増口の申出をした日に応じ別表第７に

定める率を、年金単位の一口ごとの基本年金額に乗じて得た額を、合算した額

とする。 

３ 第１項又は前項の規定により計算した額（同一の死亡を支給事由とする遺

族一時金及び特定遺族一時金が支給される場合にあっては、第１項又は前項

の規定により計算した額に、第６３条の１３第１項又は第２項の規定により

計算した額を合算した額）が１万円に満たないときは、これを１万円（同一の

死亡を支給事由とする遺族一時金及び特定遺族一時金が支給される場合にあ

っては、１万円から第６３条の１３第１項又は第２項の規定により計算した

額を控除した額）とする。 

（遺 族） 

第63条 遺族一時金を受けることができる遺族は、死亡した加入員又は加入員

であった者の配偶者、子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹であって、その者の

死亡の当時その者と生計を同じくしていたものとする。 

２ 遺族一時金を受けることができる遺族の順位は、前項に規定する順序によ

る。 

３ 遺族一時金を受けることができる同順位者が二人以上あるときは、その一

人のした請求は、全員のためその全額につきしたものとみなし、その一人に対

してした支給は、全員に対してしたものとみなす。 

 

第４節 特定老齢年金 

（特定老齢年金の構成） 

第63条の２ 特定老齢年金は、年金単位を選択したときにおける年齢が６０歳

である者（年金単位を選択した日の属する月に当該年齢に達した者に限る。）

についての特定基本年金の額（次項において「年金単位ごとの特定基本年金の

額」という。）、支給期間及び６５歳に達した後に死亡した場合の特定遺族一時

金の発生の有無（次項において単に「特定遺族一時金の発生の有無」という。）

により異なる５種類の年金単位により構成されるものとする。 

２ 前項に規定する５種類の年金単位は、特定基本型（特定基本Ａ型又は特定基

本Ｂ型をいう。以下同じ。）の２種類及び特定付加型（特定Ａ型、特定Ｂ型又

は特定Ⅰ型をいう。以下同じ。）の３種類とし、それぞれ次表の定めるところ

による。 
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年金単位 

の種類 

年金単位

ごとの特

定基本年

金の額 

支 給 期 間 

特定遺族一

時金の発生

の有無 

特定一般加算年金(第

63条の10に規定する

特定一般加算年金を

いう。)の発生の有無 

特定基本Ａ型 ６万円 
６５歳に達する日の属する月の翌月か

ら死亡した日の属する月までの各月 
有 有 

特定基本Ｂ型 ６万円 
６５歳に達する日の属する月の翌月か

ら死亡した日の属する月までの各月 
無 有 

特定Ａ型 ３万円 
６５歳に達する日の属する月の翌月か

ら死亡した日の属する月までの各月 
有 有 

特定Ｂ型 ３万円 
６５歳に達する日の属する月の翌月か

ら死亡した日の属する月までの各月 
無 有 

特定Ⅰ型 ３万円 

６５歳に達する日の属する月の翌月か

ら８０歳に達する日又は死亡した日の

いずれか早い日の属する月までの各月 

有 有 

 

（支給要件） 

第63条の３ 特定老齢年金は、特定加入員であった者が、次の各号のいずれかに

該当するときに、その者に支給する。 

一 ６５歳に達したとき。 

二 法附則第９条の２若しくは法附則第９条の２の２又は平成６年改正法附

則第27条の規定による老齢基礎年金の受給権を取得したとき。 

（年金額） 

第63条の４ 特定老齢年金の額は、特定基本年金の額と特定加算年金の額を合

算した額とする。 

（特定基本年金の額） 

第63条の５ 特定基本年金の額は、第１号に掲げる額と第２号に掲げる額を合

算した額とする。ただし､それぞれの年金単位は､第６３条の２第２項の表に

定めた支給期間内に限り､算定の基礎とする。 

一 特定加入員の資格を取得した日とし、第３９条の２第１項に規定する届出

を提出した者にあっては、６０歳に達した日（従前掛金での加入をした者に

あっては、従前加入基金において特定加入員たる加入員の資格を取得した日

とする。以下この号において同じ。）、年金単位の種類及び特定加入員たる加

入員の資格を取得した日の属する月の末日における年齢（月単位で区分する

ものとする。）に応じ別表第２の３に定める額に、その者が加入していた特

定基本型の年金単位の一口ごとにその種類及び掛金の納付状況に応じて算

定される給付率を乗じて得た額を合算した額 

二 特定加入員の資格を取得し、又は増口の申出をした日（従前掛金での加入

をした者にあっては、従前加入基金において特定加入員の資格を取得し、又

は増口の申出をした日とし、第３９条の２第１項に規定する届出を提出した

者にあっては、６０歳に達した日又は増口の申出をした日とする。以下この

条、次条及び第６３条の１３において同じ。）、年金単位の種類及び特定加入

員の資格を取得し、又は増口の申出をした日の属する月の末日における年齢
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（月単位で区分するものとする。）に応じ別表第２の３に定める額に、その

者が加入していた特定付加型の年金単位の一口ごとにその種類及び掛金の

納付状況に応じて算定される給付率を乗じて得た額を合算した額 

（給付率） 

第63条の６ 前条の給付率は、加入していた年金単位の一口ごとに、当該年金単

位に加入した日の属する月から６５歳に達する日の属する月の前月まで掛金

が納付されたとした場合の掛金の元利合計額に対する納付された掛金の元利

合計額の比率として、第１号に定める数を第２号に定める数で除して得た率

（小数点以下第５位未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た率）と

する。 

一 特定加入員の資格を取得し、又は増口の申出をした日に応じ、各掛金納付

月について、当該納付月の末日における年齢ごとに別表第３の２に定める数

を、合算した数 

二 特定加入員の資格を取得し、又は増口の申出をした日に応じ、当該年金単

位に加入した日の属する月から６５歳に達する日の属する月の前月までの

各月について、各月の末日における年齢ごとに別表第３の２に定める数を、

合算した数 

（従前掛金での加入者の特定基本年金の額） 

第63条の７ 従前掛金での加入をした者について特定基本年金の額を計算する

ときは、従前加入基金において掛金の計算の基礎とされていた年金単位の一

口ごとについてのそれぞれ加入した月を、この基金において当該年金単位に

加入した月とみなして算定するものとする。 

（老齢基礎年金繰上受給権者に対する特定基本年金） 

第63条の８ 法附則第９条の２又は平成６年改正法附則第27条の規定による老

齢基礎年金の受給権者に対する特定基本年金の額は、第６３条の５から前条

までの規定にかかわらず、次の各号に掲げる期間ごとにそれぞれ当該各号に

定める額とし、その者が６５歳に達する日の属する月の翌月から特定老齢年

金の額を改定する。 

一 老齢基礎年金の繰上げを請求した日の属する月の翌月から６５歳に達す

る日の属する月まで ２００円（平成６年改正法附則第２７条の規定による

老齢基礎年金の受給権者にあっては、その者について経過措置政令第１６条

の２の規定の例により算定した率を２００円に乗じて得た額）に減額率を乗

じて得た額を２００円（平成６年改正法附則第２７条の規定による老齢基礎

年金の受給権者にあっては、その者について経過措置政令第１６条の２の規

定の例により算定した率を２００円に乗じて得た額）から減じた額に１円を

加えた額に特定加入員期間の月数を乗じて得た額（１円未満の端数が生じた

ときは、これを１円に切り上げるものとする。） 

二 ６５歳に達する日の属する月の翌月以降 第６３条の４から前条までの

規定により算定された額から、２００円（平成６年改正法附則第２７条の規

定による老齢基礎年金の受給権者にあっては、その者について経過措置政令

第１６条の２の規定の例により算定した率を２００円に乗じて得た額）に減

額率を乗じて得た額に特定加入員期間の月数を乗じて得た額を控除した額
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（１円未満の端数が生じたときは、これを１円に切り上げるものとする。） 

第63条の８の２ 法附則第９条の２の２の規定による老齢基礎年金の受給権者

に対する特定基本年金の額は、第63条の５から第63条の７までの規定にかか

わらず、次の各号に掲げる期間ごとにそれぞれ当該各号に定める額とし、その

者が65歳に達する日の属する月の翌月から特定老齢年金の額を改定する。 

一 老齢基礎年金の繰上げを請求した日の属する月の翌月から65歳に達する

日の属する月まで ２００円に国民年金法施行令第１２条の３の規定によ

り算定した率を乗じて得た額に減額率を乗じて得た額を、２００円に同令第

１２条の３の規定により算定した率を乗じて得た額から減じた額に１円を

加えた額に特定加入員期間の月数を乗じて得た額（１円未満の端数が生じた

ときは、これを１円に切り上げるものとする。） 

二 65歳に達する日の属する月の翌月以降 第63条の５から第63条の７まで

の規定により算定した額から、２００円に国民年金法施行令第１２条の３の

規定により算定した率を乗じて得た額に減額率を乗じて得た額に特定加入

員期間の月数を乗じて得た額を控除した額（１円未満の端数が生じたときは、

これを１円に切り上げるものとする。） 

（特定加算年金の額） 

第63条の９ 特定加算年金の額は、特定一般加算年金の額とする。 

（特定一般加算年金） 

第63条の10 特定一般加算年金は、特定基本年金を受けている者であって、指定

日（６５歳に達した日及び同日から起算した一年ごとの同日に応当する日を

いう。以下同じ。）に生存している者に、第４５条第１項の規定にかかわらず、

指定日の属する月分として支給する。 

２ 特定一般加算年金の額は、毎事業年度末日において翌事業年度以降におい

て給付に充てることとされた剰余金（第８３条によりその規定によるものと

された財務会計省令第１７条第１項の規定により翌事業年度以降において給

付に充てなければならないこととされたものをいい、一般加算年金及び特定

一般加算年金に充てるものに限る。）を年金単位（第５０条に規定する年金単

位（基本Ｃ型及びＣ型を除く。）を含む。）の種類ごとに、この基金の責任準備

金の総額に対する各加入員に係る責任準備金の割合を基準として各加入員に

割り当て、そのうちの各特定加入員に割り当てた金額を、同日における年齢及

び年金単位の種類に応じて別表第５に定める率で除して得た額を、次項に定

めるところにより合算した額とする。 

３ 特定一般加算年金の受給権者の年齢が次の表の上欄に定めるものである間

の特定一般加算年金の額は、それぞれ同表の中欄に定めるところにより算定

するものとし、その者が同表の下欄に定める年齢に達したときから、特定一般

加算年金の額を改定する。 

 
６５歳以上 

８０歳未満 

特定基本Ａ型、特定基本Ｂ型、特定Ａ型、特定Ｂ型及び特定Ⅰ

型についてそれぞれ計算した額を合算した額 
８０歳 
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８０歳以上 
特定基本Ａ型、特定基本Ｂ型、特定Ａ型及び特定Ｂ型について

それぞれ計算した額を合算した額 
― 

 

（準用規定） 

第63条の11 第６０条の規定は、特定老齢年金について準用する。 

 

第５節 特定遺族一時金 

（支給要件） 

第63条の12 特定遺族一時金は、この基金が年金の支給の義務を負っている特

定加入員又は特定加入員であった者が、次の各号のいずれかに該当するとき

に、その者の遺族に支給する。 

一 特定加入員又は特定加入員であった者が死亡したとき。ただし、特定基本

年金の支給を受けたことがある者が死亡したときは、この限りでない。 

二 特定基本年金の受給権者（特定基本Ｂ型又は特定Ｂ型の年金単位のみに加

入していた者を除く。次条第２項において同じ。）が、保証期間の終了する

月（特定基本Ａ型、特定Ａ型及び特定Ⅰ型の年金単位については８０歳に達

する日の属する月をいう。次条第２項において同じ。）の前月の末日までに

死亡したとき。 

（特定遺族一時金の額） 

第63条の13 ６５歳未満の者が死亡した場合の特定遺族一時金の額は、年金単

位の一口ごとに計算した特定基本年金の額（特定基本型の年金単位について

は第６３条の５第１項第１号の規定により算定（第６３条の７の規定により

みなされて算定される場合を含む。）した額とし、特定付加型の年金単位につ

いては第６３条の５第１項第２号の規定により算定（第６３条の７の規定に

よりみなされて算定される場合を含む。）した、同号において合算される前の

一口ごとの額とする。以下この条において同じ。）に死亡した日におけるその

者の年齢、特定加入員の資格を取得し、又は増口の申出をした日及び年金単位

の種類に応じて別表第６に定める率を乗じて得た額（特定基本Ｂ型及び特定

Ｂ型の年金単位については、０円）を、合算した額とする。 

２ 特定基本年金の受給権者が死亡した場合の特定遺族一時金の額は、死亡日

の属する月の翌月から起算して年金単位（特定基本Ｂ型及び特定Ｂ型を除く。）

の一口ごとに、その保証期間の終了する月までの月数及び特定加入員の資格

を取得し、又は増口の申出をした日に応じ別表第７に定める率を、年金単位の

一口ごとの特定基本年金の額に乗じて得た額を、合算した額とする。 

３ 第１項又は前項の規定により計算した額が１万円に満たないとき（同一の

死亡を支給事由とする遺族一時金及び特定遺族一時金が支給される場合を除

く。）は、これを１万円とする。 

（準用規定） 

第63条の14 第６３条の規定は、特定遺族一時金について準用する。 

 

第６章 福祉施設 

（福祉施設） 
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第64条 この基金は、加入員及び加入員であった者の福祉を増進するため、必要

な施設をすることができる。 

２ 前項の事業を行うときは、福祉施設に関する規程を設け、厚生労働大臣の承

認を受けなければならない。 

 

第７章 中途脱退者 

（中途脱退者） 

第65条 中途脱退者とは、加入員（国民年金の高齢任意加入被保険者である加入

員及び国民年金の在外任意加入被保険者である加入員を除く。）の資格を喪失

した者であって、この基金に加入していた期間（国民年金の高齢任意加入被保

険者である加入員であった期間及び国民年金の在外任意加入被保険者である

加入員であった期間を除く。）が１５年に満たないものをいう。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に定める者は中途脱退者としない。 

一 加入員の資格を喪失した日から起算して一月を経過する前に加入員の資

格を取得した者 

二 ６０歳に達することにより加入員の資格を喪失した者 

三 死亡により加入員の資格を喪失した者 

（現価相当額の交付） 

第66条 この基金は、中途脱退者の加入員期間に係る年金の現価に相当する額

（以下「現価相当額」という。）を、国民年金基金連合会（以下「連合会」と

いう。）に交付する。 

（再加入者） 

第67条 この基金は、中途脱退者が再びこの基金の加入員（国民年金の高齢任意

加入被保険者である加入員及び国民年金の在外任意加入被保険者である加入

員を除く。）となったときは、連合会に対し、当該中途脱退者に係る年金の現

価相当額の交付を請求するものとする。 

２ この基金は、前項の規定により現価相当額の交付を受けたときは、当該交付

金を原資として、連合会が当該中途脱退者に対して支給の義務を負っていた

年金又は一時金の給付を、第５章に規定する給付に加えて行うものとする。 

（現価相当額の計算） 

第68条 前２条に規定する現価相当額については、基金令第４７条の定めると

ころにより計算するものとする。 

 

第８章  業務の委託及び受託 

 

第69条 （削除） 

（業務の委託） 

第70条 この基金は、連合会に、次の各号に掲げる事務を委託する。 

一 掛金の業務に関する事務 

二 給付の業務に関する事務 

三 加入員の資格に関する事務 

四 年金数理に関する事務 
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五 国民年金保険料の納付委託に関する事務 

六 加入員又は加入員であった者に関する情報の収集、整理又は分析に関する

事務 

七 その他前各号に付随する業務に関する事務 

（業務の受託） 

第70条の２ この基金は、確定拠出年金法（平成１３年法律第８８号）第７７条

第１項の規定により、連合会から、届出の入力に関する事務、通知書の送付に

関する事務、相談及び照会に関する事務並びにこれらに付随する事務を受託

することができる。 

 

第９章 費用の負担 

（掛 金） 

第71条 この基金は、年金及び一時金に関する事業に要する費用に充てるため、

年金の額の計算の基礎となる各月につき、掛金を徴収する。 

２ 前項の掛金の額は、加入員がその資格を取得した日（第３９条の２第１項に

規定する届出を提出した者にあっては、６０歳に達した日とする。以下同じ。）

におけるその者の年齢、加入員の資格を取得した日、性別及び加入する年金単

位の種類に応じ（性別については、加入員の資格を取得した日が平成１２年４

月１日以後の場合に限る。）別表第９の１又は別表第９の３に定める額のうち

から加入員が選択した年齢別の掛金額（以下「掛金単位」という。）を合算す

ることにより算定するものとする。 

３ 従前掛金での加入をした者の掛金の額は、前項の規定にかかわらず、従前加

入基金において掛金の計算の基礎とされていた掛金単位を合算することによ

り算定することができる。 

（掛金の前納） 

第72条 加入員は，４月から翌年３月までの期間中の複数月分の掛金を前納す

ることができる。 

２ 前項の場合において、１２月分の掛金を前納するときに前納すべき額は、１

か月分の掛金額に１１．９０を乗じて得た額とする。この場合において、前納

すべき額に５０銭未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、５０銭以上１

円未満の端数が生じたときは、これを１円に切り上げるものとする。 

３ 第１項の規定により前納された掛金について加入員期間を計算する場合に

おいては、前納に係る期間の各月の翌々月の１日が経過した際に、それぞれそ

の月の掛金が納付されたものとみなす。 

４ 第１項の規定により掛金を前納した後、前納に係る期間の経過前において

加入員がその資格を喪失した場合においては、その者（死亡により加入員の資

格を喪失した場合においては、その者の相続人）の請求に基づき、前納した掛

金の額から１か月分の掛金に経過した月数を乗じて得た額を控除した額に相

当する額を還付する。 

５ 前４項及び第７６条第２項に定めるもののほか、掛金の前納について必要

な事項は、理事会の議決を経て別に定める。 

（掛金の額の変更の申出） 
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第73条 加入員は、掛金単位を増やし（以下「増口」という。）、又は減らすこと

（以下「減口」という。）による掛金の額の変更を、毎月、その月の末日まで

にこの基金に申し出ることができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する

場合は、この限りでない。 

一 Ｃ型の掛金単位を増やすこと 

二 基本型の掛金単位を減らすこと 

三 前条第１項の規定に基づく前納に係る期間の各月分の掛金単位を減らす

こと 

２ 第７４条第２項の規定により掛金の額の上限が変わることによる増口の申

出は、前項（ただし書を除く。）の規定にかかわらず、当該上限が変わる月分

以降について行うことができる。 

３ 増口をした場合の変更後の掛金の額は、加入員が増口をすることにより掛

金の額が変更される月の初日におけるその者の年齢、増口の申出をした日、性

別及び加入する年金単位の種類に応じ（性別については、増口の申出をした日

が平成１２年４月１日以後の場合に限る。）別表第９の２又は別表第９の４に

定める額のうちから加入員が選択した掛金単位を合算した額と従前の掛金の

額とを合算することにより算定するものとする。 

４ 減口をした場合の変更後の掛金の額は、減口をする掛金単位を選択しなか

ったものとみなして算定した額とする。 

（確定年金口数等に関する制限） 

第73条の２ 加入員（特定加入員を除く。以下この項において同じ。）に係る掛

金単位の口数については、次の表の第１欄及び第２欄に掲げる区分に応じ、加

入員の資格を取得した日及び増口をした日のそれぞれにおいてⅠ型、Ⅱ型、Ⅲ

型、Ⅳ型又はⅤ型の年金単位の項から選択した掛金単位の口数（減口をした口

数は含まないものとする。以下「確定年金口数」という。）について第５欄に

定める数を合計した数が、加入員の資格を取得した日及びそのときにおける

年齢に応じて第３欄に定める数に、加入員の資格を取得した日及び増口をし

た日のそれぞれにおいてＡ型、Ｂ型又はＣ型の年金単位の項から選択した掛

金単位の口数（減口をした口数は含まないものとする。以下「付加型の終身年

金口数」という。）について第４欄に定める数を合計した数を加えた数を超え

てはならない。 

 

加入員の資格を取得した日に

おける年齢は増口をしたこと

により掛金の額が変更された

月の初日における年齢 

加入員の資格を取

得した日又は増口

の申出をした日 

加入員の資格

を取得した日

及びそのとき

における年齢

に応じて定め

る数 

付加型の終身年

金口数について

定める数 

確定年金口数

について定め

る数 

２０歳以上３６歳未満である

者（３５歳の者にあっては、

その日の属する月に３５歳に

達した者に限る。） 

平成21年3月31日以

前 
３ 

付加型の終身年

金口数 
確定年金口数 

平成21年4月1日以

後 
２ 
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３５歳以上４６歳未満である

者（その日の属する月に３５

歳に達した者を除き、４５歳

の者にあっては、その日の属

する月に４５歳に達した者に

限る。） 

平成16年3月31日以

前 
３ 

付加型の終身年

金口数 
確定年金口数 

平成16年4月1日か

ら平成21年3月31日

まで 

２ 付加型の終身年

金口数に0.5を

乗じた数 

確定年金口数

に0.5を乗じた

数 平成21年4月1日以

後 
1.5 

４５歳以上５１歳未満である

者（その日の属する月に４５

歳に達した者を除き、５０歳

の者にあっては、その日の属

する月に５０歳に達した者に

限る。） 

平成12年3月31日以

前 
２ 

付加型の終身年

金口数 
確定年金口数 

平成12年4月1日か

ら平成16年3月31日

まで 

２ 付加型の終身年

金口数に0.5を

乗じた数 

確定年金口数

に0.5を乗じた

数 平成21年4月1日以

後 
１ 

５０歳以上６０歳未満である

者（その日の属する月に５０

歳に達した者を除く。） 

平成12年3月31日以

前 
１ 

付加型の終身年

金口数 
確定年金口数 

平成12年4月1日以

降 
１ 

付加型の終身年

金口数に0.5を

乗じた数 

確定年金口数

に0.5を乗じた

数 

 

２ 特定加入員に係る掛金単位の口数については、特定加入員の資格を取得し

た日及び増口をした日のそれぞれにおいて特定Ⅰ型の年金単位の項から選択

した掛金単位の口数（減口をした口数は含まないものとする。）に0.5を乗じた

数が、特定加入員の資格を取得した日及び増口をした日のそれぞれにおいて

特定Ａ型又は特定Ｂ型の年金単位の項から選択した掛金単位の口数（減口を

した口数は含まないものとする。）に0.5を乗じた数に1を加えた数を超えては

ならない。 

３ 従前掛金での加入をした者について第１項の規定を適用するときは、従前

加入基金において掛金の計算の基礎とされていた年金単位の一口ごとについ

てのそれぞれ加入した日及びそのときにおける年齢を、この基金において当

該年金単位に加入した日及びそのときにおける年齢とみなすものとする。 

４ 第３８条第１項の規定による加入の申出をする者又は前条第１項の規定に

よる増口の申出をする者であって５０歳以上６０歳未満であるもの（当該申

出をする日の属する月に５０歳に達した者を除く。）が付加型を選択する場合

においては、Ⅳ型及びⅤ型を選択することができない。ただし、第３８条第３

項及び第５項に規定する従前掛金での加入の場合はこの限りでない。 

（掛金の額の上限） 

第74条 掛金の額は、一月につき68,000円を超えてはならない。 

２ 基金令第３５条第１項又は第２項に該当する者の掛金の額は、前項の規定

にかかわらず、一月につき 102,000円以下とすることができる。 

（掛金の納付義務） 

第75条 加入員は、加入員の資格を取得した日の属する月からその資格を喪失

した日の属する月の前月までの各月につき、掛金を納付しなければならない。 

２ 世帯主は、その世帯に属するこの基金の加入員の掛金を連帯して納付する
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義務を負う。 

３ 配偶者の一方は、加入員たる他方の掛金を連帯して納付する義務を負う。 

（掛金の納期限及び納付の方法） 

第76条 毎月の掛金は、指定金融機関のうちから加入員が選択した機関による

口座振替（国内に開設をしている預金口座又は貯金口座からの口座振替に限

る。）により、翌々月１日までに納付する方法若しくは翌々々月１日までに翌

月分と併せて納付する方法又はこの基金の理事長が承認する方法により翌月

２５日までに納付する方法により納付しなければならない。 

２ 第７２条第１項の前納に係る掛金の納期限は、前項の規定にかかわらず、前

納に係る期間の最初の月の翌々月の１日とする。ただし、この基金の理事長が

承認する場合には、翌々々月の１日とする。 

３ 第１項の指定金融機関は、別表第１０に定めるものをいう。 

（国民年金保険料の納付委託） 

第76条の２ 加入員（国民年金の在外任意加入被保険者である加入員を除く。次

項において同じ。）は、法第９２条の３第１項第１号の規定に基づき、国民年

金保険料の納付に関する事務を委託することができる。 

２ 前項の規定による委託を行った加入員は、前条の規定にかかわらず、国民年

金保険料の納期限までに掛金と国民年金保険料を併せて納付しなければなら

ない。 

（延滞金） 

第77条 第７６条の納期限翌々月以降に掛金を納付するときは、次項に規定す

る延滞金を、併せて納付しなければならない。ただし、やむを得ない事情があ

ると認めるときは、この限りでない。 

２ 延滞金の額は、納付する掛金の掛金単位ごとに、加入員の資格を取得した日

又は増口の申出をした日及び加入した年金単位の種類に応じ、別表第１１に

定める割合で、納期限の翌日から納付日の前日までの日数によって計算した

額を合算した額（次項及び第４項において「合算額」という。)とする。 

３ 前項の規定によって計算した合算額が５０円未満であるときは、延滞金は

徴収しない。 

４ 延滞金の合算額に５０円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。 

５ 法第１３４条の２において準用する法第９６条第１項の規定によってこの

基金が督促をした者については、第２項の規定にかかわらず、当該者に係る延

滞金の額は、年１４．６%（当該督促が掛金に係るものであるときは、当該納

期限の翌日から三月を経過する日までの期間については、年７．３％）の割合

で計算した額とする。 

（誤納掛金等の還付） 

第78条 加入員たる資格を有しない者により納付された掛金、加入員期間でな

い期間の月分として納付された掛金その他の年金の額の計算の基礎とされな

い月の掛金については、納付した者（その者が死亡した場合は、その者の相続

人）の請求に基づき、納付された掛金の額に相当する額を還付する。 

２ 法第１０２条第４項の規定により時効によって徴収する権利が消滅した法

第８７条第１項に規定する保険料を法第８８条第１項の規定により納付する
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義務を負っていた加入員及び加入員であった者については、当該保険料と同

じ月分の掛金は、前項に規定する年金の額の計算の基礎とされない月の掛金

に含まれるものとする。 

（国庫負担） 

第79条 この基金は、国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３

４号）附則第３４条第４項の規定による国庫からの負担金を受け入れるもの

とする。 

 

第１０章 財務及び会計 

（事業年度） 

第80条 この基金の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わ

るものとする。 

（予 算） 

第81条 この基金は、毎事業年度、予算を作成し、当該事業年度開始前に、厚生

労働大臣に届け出なければならない。これに重要な変更を加えようとすると

きも、同様とする。 

（決 算） 

第82条 この基金は、毎事業年度、当該事業年度終了後６月以内に、貸借対照表

及び損益計算書並びに当該事業年度の業務報告書を作成し、監事の意見を付

けて、代議員会に提出し、その議決を得た後厚生労働大臣に提出しなければな

らない。 

２ この基金は、前項の書類をこの基金の事務所に備え付けて置かなければな

らない。 

３ 加入員及び加入員であった者は、この基金に対し、前項の書類の閲覧を請求

することができる。この場合においては、この基金は、正当な理由がある場合

を除き、これを拒んではならない。 

（剰余金又は不足金の処分） 

第83条 前条の決算の結果、剰余金又は不足金が生じたときの処理は，財務会計

省令第１７条又は第１８条に規定するところによる。 

（運用収益の使途） 

第84条 この基金は、毎事業年度、前事業年度において年金経理に属する総資産

から生じた運用収益の額が厚生労働大臣の定める額を上回るときは、当該上

回る額に相当する額を限度として、年金経理から業務経理へ繰り入れること

ができる。 

（業務上の余裕金の運用） 

第85条 基金の業務上の余裕金の運用は、法第１３２条第２項の定めるところ

によりしなければならない。 

（借入金） 

第86条 この基金は、この基金の目的を達成するため必要な場合において、厚生

労働大臣の承認を受けたときは，借入金をすることができる。 

（掛金の額の再計算） 

第87条 この基金は、将来にわたって、財政の均衡を保つことができるよう、少
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なくとも５年ごとに、基金令第３２条に定める基準に従って、掛金の額を再計

算しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第８２条の規定による決算の結果、財務会計省令

第１７条に定める不足金が、厚生労働大臣の定める基準を上回ることが明ら

かとなった場合には、この基金は、直ちに掛金の額の再計算を行うものとする。 

（責任準備金の計算方法） 

第88条 責任準備金は、基金令第２９条第３項の規定により計算する。 

（財務及び会計規程） 

第89条 財務及び会計に関しては、この章に定めるもののほか、代議員会の議決

を経て別に定める。 

 

第１１章 解散及び清算 

（解 散） 

第90条 この基金の解散については、法第１３５条の規定による。 

（清 算） 

第91条 この基金が解散したときの清算は、法第１３７第１３６条の２から第

１３７条の２の４までの規定により行うものとする。 

（責任準備金相当額の納付） 

第92条 この基金が解散したときは、基金令第５２条の規定により計算した責

任準備金相当額（以下「最低責任準備金」という。）を法第１３７条の１９第

１項の定めるところにより連合会に納付しなければならない。 

（残余財産の分配） 

第93条 この基金が解散した場合において、この基金の債務を弁済した後に残

余財産があるときは、清算人は、これを、解散した日においてこの基金が給付

の支給に関する義務を負っていた者（以下「受給権者等」という。）に分配し

なければならない。 

２ 前項の分配は、各受給権者等に係る責任準備金から最低責任準備金を控除

した額を基準として行う。 

３ この基金は、受給権者等から分配金の支払いの申出があった場合を除き、当

該受給権者等に分配すべき残余財産の全部又は一部を連合会に交付する。 

４ 前項の交付は、当該受給権者等に残余財産の取扱いに関し通知した上で行

うものとする。 

（通 知） 

第94条 清算人は、残余財産を分配しようとするときは、受給権者等に次に掲げ

る事項を通知しなければならない。 

一 分配金の額 

二 分配金の支払いの方法 

２ 清算人は、受給権者等の所在が明らかでないため前項の通知をすることが

できないときは、前項の通知に代えて、前項各号に掲げる事項を公告しなけれ

ばならない。 

 

第１２章 雑   則 
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（時 効） 

第95条 掛金及び徴収金を徴収し、又はその還付を受ける権利は、これらを行

使することができる時から２年を経過したとき、年金たる給付及び一時金た

る給付を受ける権利は、その支給すべき事由が生じた日から５年を経過した

とき、当該年金たる給付を受ける権利に基づき支払期月ごとに支払うものと

される年金たる給付の支給を受ける権利は、当該日の属する月の翌月以後に

到来する当該年金たる給付の支給に係る規約第45条第２項の表に規定する支

払期月の翌月の初日から５年を経過したときは、時効によって消滅する。 

２ 掛金及び徴収金の納入の告知又は法第１３４条の２において準用する法第

９６条第１項の規定による督促は、時効の更新を有する。 

（給付の制限） 

第96条 遺族一時金及び特定遺族一時金は、加入員又は加入員であった者を故

意に死亡させた者には支給しない。加入員又は加入員であった者の死亡前に、

その者の死亡によって遺族一時金及び特定遺族一時金の受給権者となるべき

者を故意に死亡させた者についても、同様とする。 

（不服申立て） 

第97条 加入員の資格に関する処分、年金若しくは一時金に関する処分、掛金に

関する処分又は法第１３３条において準用する法第２３条の規定による徴収

金に関する処分に不服のある者については、法第１０１条第１項から第３項

まで及び第５項並びに第１０１条の２に定める不服申立ての規定を準用する。

この場合において、法第１０１条の２中「前条第１項」とあるのは、「法第１

３８条において準用する第１０１条第１項」と読み替えるものとする。 

（連合会への加入等） 

第98条 この基金は、連合会に加入するものとする。 

２ この基金は、法第１３７条の１５第２項第１号の規定に基づき連合会が行

う給付確保事業に加入し、当該事業に必要な原資として定められた額を拠出

し、連合会から、この基金の積立金を付加すべき交付金の交付を受けるものと

する。 

３ この基金は、法１３７条の１５第２項第１号の規定に基づき連合会が行う

共同運用事業に加入し、当該事業に必要な原資として代議員会で別に定める

額を拠出し、連合会から、この基金の積立金を付加すべき交付金の交付を受け

るものとする。 

４ この基金は、基金令第４３条第４号の規定に基づき連合会が行う財政調整

事業に加入し、当該事業に必要な原資として定められた額を拠出し、連合会か

ら、この基金が支給する年金及び一時金につき一定額を確保すべき交付金の

交付を受けるものとする。 

５ この基金は、第２項及び前項に規定する事業の運営のために必要な事項を

連合会に報告するものとする。 

６ この基金は、法第１３７条の１５第２項第３号の規定に基づき連合会が行

う会員である基金の健全な発展を図るための事業並びに同項第４号の規定に

基づき連合会が行う基金制度についての啓発活動及び広報活動を行う事業に

協力するものとする。 
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（加入員等に関する調査） 

第99条 この基金の理事長は、必要があると認めるときは、加入員に対し、加入

員証の提出を命じ、又は加入員の資格若しくは掛金に関する処分に関し、この

基金の職員をして加入員に質問させることができる。 

２ この基金の理事長は、必要があると認めるときは、受給権者に対し、受給権

の消滅、年金額の改定若しくは支給の停止に関する事項に関する書類その他

の物件を提出することを命じ、又はこの基金の職員をして、これらの事項に関

し受給権者に質問させることができる。 

３ 前２項の規定によって質問を行う職員は、その身分を示す証票を携帯し，か

つ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

（官公署への照会等） 

第100条 この基金の理事長は、給付又は掛金に関する処分に関し必要があると

認めるときは、受給権者若しくは加入員の法及び農業者年金基金法（昭和４５

年法律第７８号）の適用状況、受給権者に対する法による年金たる給付（第１

０章に規定するものを除く。）又は加入員の法による保険料の納付状況につき、

関係機関に対して、当該受給権者若しくは加入員の意思にかかわらず、必要な

書類の閲覧若しくは資料の提供を求めることができる。 

（加入員等に関する個人情報の取扱い） 

第101条 基金は、法に規定する基金の業務の実施に関し、加入員等の個人に関

する情報を保管し、又は使用するに当たっては、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）その他の関係法令に基づき、個人情報を適正に取

り扱うための措置を講じるものとする。 

２ 基金が保有する個人情報の保護に関して必要な事項は、理事会の議決を経

て別に定める。 

（実施規程） 

第102条 この規約に特別の規定があるものを除くほか、この規約の実施のため

の手続、その他執行について必要な規程は、代議員会の議決を経て別に定める。 

 

附    則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、この基金の成立の日（平成３年８月１日）から施行する。 

（創立総会の議決） 

第２条 この基金が成立した当初においては，この規約で代議員会の議決を経

ることとされている事項であっても、創立総会の議決によることができる。 

（代議員等の任期に関する経過措置） 

第３条 この基金が成立した当初の代議員の任期は、第９条の規定にかかわら

ず、この規約の施行の日に始まり、平成６年３月３１日に終わるものとする。 

２ この基金が成立した当初の役員の任期は、第２５条の規定にかかわらず、こ

の規約の施行の日に始まり、平成６年３月３１日に終わるものとする。 

（信託又は保険の契約に関する経過措置） 

第４条 この基金が成立した当初の事業年度（同年度中に第６９条第５項の承

認を受けたときは、初めて同項の承認を受けた日の前日までの間に限る。）に
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おける同条第１項の契約に係る支払金又は保険金の支払割合については、同

条第３項第１号柱書及び同条第４項第１号柱書の規定にかかわらず、別表第

８の右欄に定める割合とする。 

（事業年度に係る経過措置） 

第５条 この基金が成立した当初の事業年度は、第８０条の規定にかかわらず、

この規約の施行の日から始まり、平成４年３月３１日に終わるものとする。 

（再計算に関する経過措置） 

第６条 第８７条の規定にかかわらず、この基金の成立後最初の掛金の額の再

計算は、少なくとも３年後に行うものとする。 

（再加入の特例措置） 

第７条 この基金の加入員であった者であって、法第１４条の規定により国民

年金原簿に記録した事項の訂正（日本年金機構からこの基金又は本人に対し、

当該訂正について通知された場合に限る。）がなされたことにより、当該訂正

に係る加入員期間について、法第１２７条第３項第１号又は第３号のいずれ

かに該当し、加入員の資格を喪失した場合（当該訂正がなされたことにより、

加入員の資格を取得した日において、同項第１号又は第３号のいずれかに該

当し、加入員の資格を有しなかったこととなる場合及び加入員の資格を取得

した月において、同項第１号から第３号のいずれかに該当したことにより、同

条第４項に該当し、加入員でなかったものとみなされる場合を含む。）、かつ、

当該期間が終了した日に再び第１号被保険者（同条第３項各号に該当しない

者に限る。）となった場合は、第３８条第３項の規定にかかわらず、当該訂正

がなされた日から起算して１年以内に、第３８条第３項に規定する従前掛金

（加入員の資格を取得した日において法第１２７条第３項第１号又は第３号

のいずれかに該当し、又は、加入員の資格を取得した月において同条第４項に

該当し、加入員の資格を有しなかったこととなる場合は、当該日又は当該月に

おいて、加入したとしたならば適用される掛金（各年金単位に対応する掛金単

位による掛金をいう。））での加入をこの基金に申し出ることができる。 

２ 前項の申出をした者に係る第３８条第１項の加入の申出をした日は、同条

第２項の規定にかかわらず、当該再び第１号被保険者となった日とする。 

（年金財政安定事業への拠出） 

第８条 この基金は、基金令第43条第４号の規定に基づき連合会が行う年金財

政安定事業に必要な原資として定められた額を拠出する。 

（延滞金の割合の特例） 

第９条 第７７条第５項に規定する延滞金の割合は、当分の間、法附則第９条の

２の５に規定するところによる。 

 

附    則  

この規約は、認可の日から施行し、平成４年４月１日から適用する。 

 

附    則  

この規約は、平成４年４月１日から施行する。 
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附    則  

この規約は、平成５年１０月１日から施行する。 

 

附    則  

この規約は、平成６年４月１日から施行する。 

 

附    則  

この規約は、平成７年４月１日から施行する。ただし、この規約による改正後の

附則第７条の規定は、厚生大臣の認可を受けた日から施行する。 

平成７年４月から平成８年３月までの１２月分の掛金を前納する場合において

は、なお従前の例による。 

平成７年３月３１日までに申し出た平成７年４月におけるＣ型の掛金単位の増

額については、この規約による改正後の附則第７３条１項但し書きの規定を適

用しない。 

 

附    則  

この規約は、平成８年４月１日から施行する。 

 

附    則  

（施行期日） 

第１条 この規約は、平成９年４月１日から適用する。 

（基本年金額に関する経過措置） 

第２条 加入員の資格を取得し、又は増口（司法書士国民年金基金規約第７３条

第１項に規定する増口をいう。以下同じ。）をした日（従前掛金での加入をし

た者にあっては、従前加入基金において加入員の資格を取得し、又は増口をし

た日とする。以下同じ。）において５５歳未満の者の基本年金額については、

加入員の資格を取得し、又は増口の申出をした日（従前掛金での加入をした者

にあっては、従前加入基金において加入員の資格を取得し、又は増口を申出を

した日とする。）が平成９年３月３１日以前の場合、この規約による変更後の

司法書士国民年金基金規約（以下「新規約」という。）第５３条及び第５４条

の規定にかかわらず、加入員の資格を取得し、又は増口をした日の属する月の

末日におけるその者の年齢（月単位で区分するものとする。以下同じ。）及び

年金 単位の種類に応じ附則別表に定める額に新規約第５３条第１項の給付

率（以下単に「給付率」という。）を乗じて得た額を合算した額とする。 

２ 平成９年３月３１日以前から年金を受ける権利を有し、加入員の資格を取

得し、又は増口をした日において５５歳未満の者の基本年金額については、新

規約第５３条及び第５４条の規定にかかわらず、なお従前の例により、平成９

年４月１日から、加入員の資格を取得し、又は増口をした日の属する月の末日

におけるその者の年齢及び年金単位の種類に応じ附則別表に定める額に給付

率を乗じて得た額を合算した額に改定する。 

（掛金の額の変更に関する経過措置） 

第３条 加入員の資格を取得をした日（従前掛金での加入をした者にあっては、
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従前加入基金において加入員の資格を取得した日とする。）が平成９年３月３

１日以前である者に対する司法書士国民年金基金規約第７１条第２項（第７

３条第３項及び第４項において準用する場合を含む。）の規定における第１号

から第３号の適用については、なお従前の例による。 

 

附    則  

この規約は、平成１０年４月１日から施行する。 

平成１０年４月から平成１１年３月までの１２月分の掛金を前納する場合にお

いては、なお従前の例による。 

 

附    則  

この規約は、平成１０年１０月１日から施行する。 

 

附    則  

この規約は、平成１１年４月１日から施行する。 

 

附    則  

この規約は、平成１２年２月12日から施行する。 

 

附    則  

１ この規約は、平成１２年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、

厚生大臣の認可を受けた日から施行する。 

２ 加入員は、掛金単位を増やすことによる平成１２年４月分以後の掛金の額

の増額を、第７３条第１項（ただし書を除く。）の規定にかかわらず、平成

１２年３月３１日までに基金に申し出ることができる。 

 

附    則  

この規約は、平成１２年９月１３日から施行する。 

 

附    則  

この規約は、平成１３年１月６日から施行する。 

 

附    則  

１ この規約は、平成１３年４月１日から施行する。 

２ 昭和１６年４月１日以前に生まれた者に対して支給する老齢年金に係る

第５７条の適用については、なお、従前の例による。 

 

附    則  

この規約は、国民年金基金連合会の個人型年金規約が厚生労働大臣の承認を受

けた日（平成１３年１２月１７日）から施行する。 

 

附    則  
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この規約は、平成１４年４月１日から施行する。 

 

附    則  

この規約は、次期総選挙から施行する。 

ただし、施行後最初に選任された代議員及び役員（補欠選挙を除く）の任期は１

年とする。 

 

附    則  

１ この規約は、平成１６年４月１日から施行する。ただし、第７３条第１項

の改正規定は、平成１６年３月３１日から施行する。 

２ 平成１６年４月から平成１７年３月までの１２月分の掛金を前納する場

合において前納すべき額については、なお従前の例による。 

 

附    則  

この規約による附則第７条第２項の規定は、認可を受けた日（平成１７年２月２

８日）から施行する。 

 

附    則  

この規約は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

附    則  

１ この規約は平成１８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第７７条の規定は、平成１８年４月１日以後に同条に規定する 

納期限が到来する掛金について適用し、同日前に当該納期限が到来している

掛金については、なお従前の例による。 

 

附    則  

この規約は、平成１８年７月１日から施行する。 

 

附    則  

この規約による附則第７条第３項の規定は、認可を受けた日（平成１９年５月２

９日）から施行する。 

 

附    則  

この規約による附則第７条第４項の規定は、認可を受けた日（平成１９年９月２

１日）から施行する。 

 

附    則  

この規約による第７６条の規定は、平成２０年２月２２日から施行する。 

 

附    則  

この規約による附則第７条第５項の規定は、認可を受けた日（平成２０年７月２
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９日）から施行する。 

 

附    則  

この規約による附則第７条第６項の規定は、認可を受けた日（平成２０年９月１

６日）から施行する。 

 

附    則  

 この規約による附則第７条の２の規定は、認可を受けた日（平成２０年１１月

６日）から施行する。 

 

附    則  

（施行期日） 

第１条 この規約は、平成２１年４月１日から施行する。 

（従前掛金での加入に関する経過措置） 

第２条 この規約の施行前に、この規約による改正前の司法書士国民年金基金

規約（以下「旧規約」という。）第５０条に規定する９種類の年金単位の全部

又は一部によって構成されている国民年金基金の加入員の資格を喪失した者

の、この規約の施行後におけるこの基金への旧規約第３８条第３項に規定す

る従前掛金での加入（以下単に「従前掛金での加入」という。）については、

なお従前の例による。 

第３条 旧規約附則第７条の規定により、従前掛金での加入をこの基金に申し

出ることができるとされていた者に係る従前掛金での加入については､旧規

約附則第７条の規定は､この規約の施行後も､なおその効力を有するものとす

る。 

 

附    則  

この規約による附則第７条第１項の規定は、平成２２年１月１日から施行する。 

 

附    則  

この規約による第５３条、第７３条の２の規定は、平成２２年４月１日から施行

する。 

 

附    則  

この規約による第９８条第４項、附則第８条の規定は、平成２２年９月２２日か

ら施行する。 

 

附    則  

この規約による第９４条第４項の規定は、平成２３年９月２２日から施行する。 

 

附    則  

この規約による第３７条第２項、第３８条第３項、第４２条、第４４条第３項、

第４５条第２項、第４９条、第４９条の２、第５１条、第５３条第１項第２項、
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第５５条第１項、第５６条、第５７条第１項、第５９条第２項、第６２条第３項、

第６３条の２から第６３条の１４、第６５条、第６７条、第７１条第２項、第７

３条、第７３条、第７３条の２、第９６条、別表第２の３、別表第３の２、別表

第５、別表第６、別表第７、別表第９の１、別表第９の２、別表第９の３、別表

第９の４、別表第１１の規定は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第

７８条に1項を加える変更規定は、認可の日（平成２４年１１月１４日）から施

行し、平成２４年１０月１日から適用する。 

 

附    則  

この規約による第３７条第２項、第３９条第３号、第４６条第１項、第６３条、

第７３条第１項、第７７条第５項、附則第９条、別表第２の１、別表第２の２、

別表第３の１、別表第３の２、別表第５、別表第６、別表第７、別表第９の１、

別表第９の２、別表第９の３、別表第９の４、別表第１１の規定は、平成２６年

４月１日から施行する。 

 

附    則  

この規約による第４９条の３の規定は、認可の日（平成２６年６月１０日）から

施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

 

附    則  

１ この規約は、平成２７年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規約による改正後の附則第９条の規定は、第７７条第５項に規定する

延滞金のうち平成２７年１月１日以後の期間に対応するものについて適用し、

当該延滞金のうち同日前の期間に対応するものについては、なお従前の例によ

る。 

 

附    則  

この規約による第４４条第１項、第４４条第２項、第４５条第３項、第４５条第

４項、第５１条、第５７条、第６３条の３、第６３条の８の規定は、認可の日（平

成２７年１１月１１日）から施行し、平成２７年１０月１日から適用する。 

 

附    則  

この規約による第７０条の規定は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附    則  

この規約による第３７条第２項、第３８条第５項、第３９条の規定は、平成２８

年７月１日から施行する。 

 

附    則  

（施行期日） 
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１ この規約による第２４条第１項、第３７条第２項、第３８条第３項、第３８

条の２、第３９条第１項、第３９条の２、第４１項第１項、第４６条第１項、

第４６条の２、第６３条の２第１項、第６３条の５第１項、第６３条の１３第

１項、第６５条第１項、第６７条第１項、第７１条第２項、第７３条の２第１

項及び第２項、第７６条第１項、第７６条の２第１項、第８１条、第９８条第

６項の規定は、平成２９年１月１日から施行する。ただし、変更後の第８１条

の規定は、平成２９年度の予算から適用する。 

（経過措置） 

２ この規約の施行の際現にこの規約による変更前の司法書士国民年金基金規

約（以下「旧規約」という。）第24条第１項の規定により選任された理事であ

る者は、この規約の施行の日（以下「施行日」という。）に、この規約による

変更後の司法書士国民年金基金規約（以下「新規約」という。）第２４条第１

項の規定により理事として選任されたものとみなす。この場合において、その

選任されたものとみなされる者の任期は、新規約第２４条第１項の規定にか

かわらず、施行日における旧規約第２４条第１項の規定により選任された理

事としての任期の残任期間と同一の期間とする。  

 

附    則  

この規約による第３条の規定は、平成２９年９月１９日から施行する。 

 

附    則  

この規約による第２６条、第４４条第１項、第５１条、第５３条、第５７条、第

５７条の２、第６３条の３、第６３条の５、第６３条の８、第６３条の８の２、

別表第５、第９の１、第９の２、第９の３及び第９の４の規定は、平成３１年４

月１日から施行する。ただし、変更後の第４４条、第５１条、第５７条、第５７

条の２、第６３条の３、第６３条の８及び第６３条の８の２の規定は、平成２５

年４月１日から適用する。 

 

附    則  

（施行期日） 

第１条 この規約による第９５条は、令和２年４月１日（以下「施行日」という。）

から施行する。 

（経過措置） 

第２条 施行日前に変更前の司法書士国民年金基金規約（以下「旧規約」とい

う。）第９５条第1項に規定する給付を受ける権利が生じた場合における当該

権利の消滅時効の期間については、変更後の司法書士国民年金基金規約第95

条第1項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

２ 施行日前に旧規約第９５条第２項に規定する時効の中断の事由が生じた場

合におけるその事由の効力については、なお従前の例による。 

 

附    則  
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（施行期日） 

第１条 この規約による第３８条の２、第５７条、第５７条の２及び第６３条の

８の２は、令和４年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 

（経過措置） 

第２条 この規約による変更後の第５７条、第５７条の２及び第６３条の８の

２の規定は、施行日の前日において、６０歳に達していない者について適用す

る。 

 


